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はじめに

　経営戦略は、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な

経営の基本計画であり、この計画に基づき計画的かつ合理的な経営を行うこと

により、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図っていくものです。
　
　長洲町では、平成30年度に令和元年度～令和10年度を計画期間と定め、経

営戦略を策定しています。策定後は、毎年度進捗管理（モニタリング）を行う

とともに、3～5年毎に改定を行ってまいります。
　
　この度、令和3年度の決算を踏まえ、進捗状況の確認をおこないましたので

報告いたします。
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1.令和3年度の収支状況について（計画値との比較）

（1）公共下水道事業・収益的収支 （単位：千円）

R3年度計画値 R3年度決算 増減

1.営業収益 315,651 304,236 △ 11,415

　（1）使用料収入 220,486 220,920 434

　（2）受託工事収益 0 0 0

　（3）その他 95,165 83,316 △ 11,849

　　　　うち雨水処理負担金 24,033 24,026 △ 7

2.営業外収益 520,629 495,914 △ 24,715

　（1）補助金 293,371 261,939 △ 31,432

　（2）長期前受金戻入 222,743 228,532 5,789

　（3）その他 4,515 5,443 928

経常収益 836,280 800,150 △ 36,130

1.営業費用 704,106 685,035 △ 19,071

　（1）職員給与費 39,487 37,252 △ 2,235

　（2）経費 172,574 159,736 △ 12,838

　　　　動力費 30,900 27,734 △ 3,166

　　　　修繕費 14,236 12,527 △ 1,709

　　　　材料費 14 21 7

　　　　その他 127,424 119,454 △ 7,970

　（3）減価償却費 492,045 488,047 △ 3,998

2.営業外費用 82,587 69,227 △ 13,360

　（1）支払利息 76,799 64,448 △ 12,351

　（2）その他 5,788 4,779 △ 1,009

経常費用 786,693 754,262 △ 32,431

経常損益 49,587 45,888 △ 3,699

特別利益 0 0 0

特別損失 0 184 184

純利益 49,587 45,704 △ 3,883
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　公共下水道事業の経常収益については計画に比べ36,130千円減少しており、繰入基準である資
本費の減少に伴い一般会計からの繰入金が減少したことや、共用施設に係る維持管理費の減少によ
り玉名市分担金が減少したことが要因としてあげられます。経常費用については32,431千円減少
し、処理場費の委託料や動力費が減少したことや支払利息の減少が要因となっております。
　この結果、令和3年度の純利益は45,704千円を計上し、計画に比べ3,883千円の減少となりま
した。



（単位：千円）

R3年度計画値 R3年度決算 増減

502,654 393,344 △ 109,310

235,300 171,400 △ 63,900

129,354 156,346 26,992

0 5,434 5,434

100,100 40,929 △ 59,171

37,900 19,235 △ 18,665

0 0 0

830,004 674,728 △ 155,276

290,500 133,687 △ 156,813

0 0 0

539,504 541,041 1,537

0 0 0

0 8,360 8,360

327,350 289,744 △ 37,606

損益勘定留保資金 267,744 258,910 △ 8,834

繰越工事資金 0 0 0

その他 59,606 30,834 △ 28,772

計 327,350 289,744 △ 37,606

（2）公共下水道事業・資本的収支

　（5）工事負担金

　（4）国庫補助金

　（2）他会計出資金

　（1）企業債

1.資本的収入

　（3）他会計補助金

　（6）固定資産売却代金
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資本的収支不足額

補
填
財
源

　（4）国庫補助返還金

　（3）企業債償還金

　（2）固定資産購入費

　（1）建設改良費

2.資本的支出

　公共下水道事業の資本的収入については計画に比べ109,310千円減少となっています。これは浄化セ
ンターについて耐震診断を行う必要が生じたことにより、事業費が当初予定より後年度に繰り延べら
れ、企業債の借入、国庫補助金、工事負担金（玉名市分担金）が減少したことが要因としてあげられま
す。資本的支出は計画に比べ155,276千円の減少となり、上記理由により建設改良費が見込より減少し
たことが要因としてあげられます。
　この結果、資本的収支不足額が37,606千円減少し、補填財源の内訳はその他の積立金の取崩額が減
少しております。

翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額



（3）個別排水処理事業・収益的収支 （単位：千円）

R3年度計画値 R3年度決算 増減

1.営業収益 2,207 1,969 △ 238

　（1）使用料収入 2,207 1,967 △ 240

　（2）受託工事収益 0 0 0

　（3）その他 0 2 2

　　　　うち雨水処理負担金 0 0 0

2.営業外収益 1,860 1,455 △ 405

　（1）補助金 1,608 1,234 △ 374

　（2）長期前受金戻入 252 221 △ 31

　（3）その他 0 0 0

経常収益 4,067 3,424 △ 643

1.営業費用 6,596 5,072 △ 1,524

　（1）職員給与費 0 0 0

　（2）経費 5,019 3,818 △ 1,201

　　　　動力費 0 0 0

　　　　修繕費 79 153 74

　　　　材料費 0 0 0

　　　　その他 4,940 3,665 △ 1,275

　（3）減価償却費 1,577 1,254 △ 323

2.営業外費用 282 163 △ 119

　（1）支払利息 282 163 △ 119

　（2）その他 0 0 0

経常費用 6,878 5,235 △ 1,643

経常損益 △ 2,811 △ 1,811 1,000

特別利益 0 0 0

特別損失 0 0 0

純損失 △ 2,811 △ 1,811 1,000

　個別排水処理事業の経常収益については計画に比べ６４３千円減少、経常費用については
1,６４３千円減少しました。経常費用は浄化槽の保守点検委託料が見込より減少したことが要因と
してあげられます。また、浄化槽設置工事が予定より少ないため、減価償却費も見込みより減少し
ております。
　この結果、令和３年度の純損失は１，８１１千円を計上し、計画に比べ１，００0千円損失が減
少しました。
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（単位：千円）

R3年度計画値 R3年度決算 増減

7,114 3,420 △ 3,694

5,500 2,500 △ 3,000

1,014 662 △ 352

0 0 0

600 258 △ 342

0 0 0

9,189 4,929 △ 4,260

6,100 2,787 △ 3,313

0 0 0

3,089 2,142 △ 947

0 0 0

2,075 1,509 △ 566

損益勘定留保資金 1,325 1,279 △ 46

繰越工事資金 0 0 0

その他 750 230 △ 520

計 2,075 1,509 △ 566

　（2）固定資産購入費

　（3）企業債償還金

　個別排水処理事業の資本的収入については計画に比べ３，６９４千円、資本的支出は４，２６０千円
の減少となり、浄化槽設置工事が見込より減少したことが要因としてあげられます。
　この結果、資本的収支不足額及び補填財源については若干の減少となっております。
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　（3）国庫補助金

　（4）国庫補助返還金

資本的収支不足額

補
填
財
源

　（4）工事負担金

　（5）固定資産売却代金

2.資本的支出

　（1）建設改良費

（4）個別排水処理事業・資本的収支

1.資本的収入

　（1）企業債

　（2）他会計出資金



（5）特定地域生活排水処理事業・収益的収支 （単位：千円）

R3年度計画値 R3年度決算 増減

1.営業収益 1,361 1,179 △ 182

　（1）使用料収入 1,361 1,179 △ 182

　（2）受託工事収益 0 0 0

　（3）その他 0 0 0

　　　　うち雨水処理負担金 0 0 0

2.営業外収益 1,126 1,126 0

　（1）補助金 621 621 0

　（2）長期前受金戻入 505 505 0

　（3）その他 0 0 0

経常収益 2,487 2,305 △ 182

1.営業費用 3,640 3,605 △ 35

　（1）職員給与費 0 0 0

　（2）経費 2,701 2,666 △ 35

　　　　動力費 0 0 0

　　　　修繕費 60 73 13

　　　　材料費 0 0 0

　　　　その他 2,641 2,593 △ 48

　（3）減価償却費 939 939 0

2.営業外費用 187 187 0

　（1）支払利息 187 187 0

　（2）その他 0 0 0

経常費用 3,827 3,792 △ 35

経常損益 △ 1,340 △ 1,487 △ 147

特別利益 0 0 0

特別損失 0 0 0

純損失 △ 1,340 △ 1,487 △ 147

　特定地域生活排水処理事業の経常収益については計画に比べ１８２千円減少、経常費用について
は３５千円減少しました。経常収益は使用料収入の減少、経常費用は浄化槽の保守点検委託料が見
込より減少したことが要因としてあげられます。
　この結果、令和３年度の純損失は１，４８７千円を計上し、計画に比べ１４７千円損失が増加し
ました。
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（6）特定地域生活排水処理事業・資本的収支 （単位：千円）

R3年度計画値 R3年度決算 増減

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

603 603 0

0 0 0

0 0 0

603 603 0

0 0 0

603 603 0

損益勘定留保資金 434 603 169

繰越工事資金 0 0 0

その他 169 0 △ 169

計 603 603 0
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1.資本的収入

　（1）企業債

　（2）他会計出資金

　（3）国庫補助金

　（4）国庫補助返還金

資本的収支不足額

補
填
財
源

　（4）工事負担金

　（5）固定資産売却代金

2.資本的支出

　（1）建設改良費

　（2）固定資産購入費

　（3）企業債償還金

　特定地域生活排水処理事業については、計画通りの執行となっております。
　この結果、資本的収支不足額及び補填財源についてはほぼ計画通りとなっております。



2.投資計画の進捗状況

（単位：百万円）

事業内容

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

計画 5.1 35.5 35.5 35.5 35.5 35.5 35.5 0 0 0

実績 2.5 7.2 5.7

実施状況

事業内容

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

計画 9.5 20.2 20 20.2 20.2 20.2 20.2 0 0 0

実績 6.7 8.8 17.3

実施状況

事業内容

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

計画 6.6 6.1 6.1 6.1 6.1 6.1 6.1 6.1 6.1 6.1

実績 2.2 1.1 2.8

実施状況

事業内容

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

計画 0 35 130 425 542 270 280 280 280 280

実績 0 64.3 74

実施状況

管渠築造等事業

公共桝設置事業

浄化センター及び中継ポンプ場改築事業

浄化槽施設整備事業

計画：面整備に伴い約240ｍの管渠築造工事を見込む
実績：浦川第3汚水枝線管渠築造工事（53ｍ）
　　　永塩汚水枝線管渠築造工事（13ｍ）
　　　宮野腹赤汚水枝線管渠築造工事（21.77ｍ）

計画：53箇所設置予定
実績：40箇所設置

計画：5人槽2基、7人槽3基、10人槽1基設置予定
実績：5人槽3基

計画：浄化センター及び汚水中継ポンプ場改築工事
実績：浄化センター（耐震・改築）実施設計
　　　汚水中継ポンプ場改築工事
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（単位：百万円）

事業内容

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

計画 49.6 55.5 50 50.2 50.2 50.2 50.2 50.2 50.2 50.2

実績 47.2 34 19

実施状況

事業内容

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

計画 0 10 10 10 10 10 10 10 10 10

実績 0 0 0

実施状況

事業内容

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

計画 0 10 10 10 10 10 10 10 10 10

実績 0 0 0

実施状況

事業内容

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

計画 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

実績 12 0 11

実施状況

実施なし

実施なし

計画：毎年度20百万円を計上
実績：長洲町ストックマネジメント計画に伴う下水道台帳システム改修

汚水管渠改築事業

浄化センター機器取替

計画：平成29年度～令和２年度（見込）の平均を計上
実績：浦川第3汚水枝線管路更生工事（100.17ｍ）
　　　宮野地内下水道管渠布設替工事（27.2ｍ）
　　　永塩汚水枝線管渠布設替工事実施設計

マンホールポンプ場等設備取替

各種計画策定業務
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（単位：百万円）

事業内容

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

計画 4.3 0 0 1 0 0 1 1 0 0

実績 3.8 0 0

実施状況

事業内容

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

計画 8.5 8.5 8.5 8.5 8.5 8.5 8.5 8.5 8.5 8.5

実績 8.3 8.1 7.0

実施状況

事業内容

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

計画 104 201 291 587 703 431 442 386 385 385

実績 82.7 124 137 0 0 0 0 0 0 0

実施なし

計画：人件費、備消品費、印刷製本費、保険料、賃借料
実績：同

公用車購入業務
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建設改良費合計（人件費及び諸経費含む）

人件費及び諸経費



3.経営指標について ※類似団体数値は経営比較分析表より引用

（1）経営の健全性・効率性（公共下水道事業）

①経常収支比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 102.9 105.4 106.1 107.2 106.1

類似団体 105.5 105.1 106.8 106.5 106.2

②累積欠損金比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

類似団体 39.1 41.6 34.4 18.4 18.0

③流動比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 38.2 38.4 25.9 29.9 35.2

類似団体 81.3 80.8 68.2 55.6 59.4

④企業債残高対事業規模比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 1994.9 1872.8 1757.9 733.9 671.4

類似団体 799.1 768.6 789.4 789.1 747.8

料金収入や一般会計からの繰入金などの収益で、維持管理費や支払利息などをどの程度賄
えているかを表す指標です。100％未満であると単年度の収支が赤字であることを示しま
す。類似団体と同程度の比率であり、計画通りの利益となっています。

営業収益に対する累積欠損金の状況を表す指標です。当町は累積欠損金は発生していない
ため、0.0％となっています。

短期的な債務に対する支払い能力を表す指標です。1年以内に支払うべき債務に対して支
払うことができる現金などがある状況を示す100％以上であることが必要とされていま
す。当町は35.2％と低い値であり、安定した経営のために現金を増やす努力が必要です。

料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標です。類似団体
を下回っておりますが、今後は施設の改築更新の事業規模が大きくなるため、将来の指標
を予測しながら適切な借入れに努めてまいります。
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⑤経費回収率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 112.1 123.3 126.8 133.1 126.2

類似団体 87.7 88.1 87.3 88.3 90.2

⑥汚水処理原価（円）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 155.9 142.3 138.0 130.4 137.4

類似団体 180.1 179.3 176.7 176.4 173.2

⑦施設利用率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 26.3 25.7 24.6 49.2 47.7

類似団体 58.4 58.0 57.4 56.7 56.4

⑧水洗化率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 90.5 91.1 91.6 92.1 92.2

類似団体 89.7 89.8 90.4 90.7 91.1
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施設・設備が1日に対応可能な処理能力に対する、1日平均処理水量の割合であり、施設の
利用状況や適正規模を判断する指標です。類似団体より低い利用率となっています。

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表
した指標です。当町は水洗化促進員による訪問を行うなど水洗化の促進に力を入れてお
り、類似団体に比べ高い比率となっています。

使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表した指標です。この指標は
100％以上であることが必要とされています。類似団体に比べ当町は高い比率となってお
り、健全な財政運営が図られているといえます。

有収水量1㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を
含めた汚水処理に係るコストを表した指標です。この指標には明確な数値基準がありませ
んが、類似団体に比べ当町は汚水処理原価が低く抑えられています。しかし、有収水量は
人口の動きに伴い変動しますので、汚水処理に係る維持管理費の削減などに取り組む必要
があります。



（2）老朽化の状況（公共下水道事業）

①有形固定資産減価償却率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 4.5 8.1 11.9 15.7 19.4

類似団体 29.5 30.6 29.2 20.8 23.5

②管渠老朽化率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

類似団体 1.9 1.8 1.4 1.3 1.5

③管渠改善率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 0.1 0.0 0.5 0.1 0.2

類似団体 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
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当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標です。この指標には明確な数値基準があ
りませんが、類似団体と同程度の比率となっています。この比率が低いと、すべての管路
を更新するのに長い年月を要することから、財源を確保しつつ計画的に更新事業を行う必
要があります。

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを示す指標で、資産
の老朽化度合いを示しています。この指標には明確な数値基準はなく、類似団体に比べ比
率が低くなっていますが、これは平成29年度に地方公営企業法を適用した際に、適用前に
取得した資産については適用時の評価額を算出し資産として登録し、それまでの減価償却
累計額は0円となるため、低い値となっています。

法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標です。当町は耐用年数を超えた管渠は
ないため、0.0％となっています。



3.指標について ※類似団体数値は経営比較分析表より引用

（1）経営の健全性・効率性（個別排水処理事業）

①経常収支比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 52.2 54.6 65.8 70.4 65.4

類似団体 109.0 105.3 109.1 96.1 95.6

②累積欠損金比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 127.7 241.2 310.4 367.2 449.3

類似団体 34.3 40.1 37.1 237.0 257.2

③流動比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 △ 65.1 △ 74.9 △ 285.0 △314.5 △439.3

類似団体 202.8 255.3 241.9 135.4 150.9

④企業債残高対事業規模比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 1047.6 1072.5 958.0 0.0 0.0

類似団体 768.3 918.4 860.1 782.9 783.2
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料金収入や一般会計からの繰入金などの収益で、維持管理費や支払利息などをどの程度賄えてい
るかを表す指標です。100％未満であると単年度の収支が赤字であることを示します。維持管
理費等が使用料を上回っており、赤字となっています。

営業収益に対する累積欠損金の状況を表す指標です。1,969千円の営業収益に対し、8,847千
円の累積欠損金があるため類似団体に比べ比率が高く、今後も伸びる見込みです。

短期的な債務に対する支払い能力を表す指標です。1年以内に支払うべき債務に対して支払うこ
とができる現金などがある状況を示す100％以上であることが必要とされています。流動資産
が△9,924千円であるため比率もマイナスとなっています。

料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標です。R2年度より、
将来において一般会計が負担する予定額を控除して計上しています。一般会計繰入金を原資とす
る償還を計画しているため、比率は0.0％となっております。



⑤経費回収率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 44.7 45.7 52.5 54.9 51.5

類似団体 53.4 50.9 44.9 49.4 48.5

⑥汚水処理原価（円）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 379.7 368.6 320.9 307.1 324.7

類似団体 347.4 371.2 496.4 317.0 326.2

⑦施設利用率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 48.2 50.0 46.0 48.4 46.3

類似団体 49.3 47.3 54.7 46.4 228.9

⑧水洗化率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 91.6 92.3 98.0 100.0 100.0

類似団体 57.3 57.7 54.7 83.1 82.6

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指
標です。当町では浄化槽設置後に処理区域として公告するため、100％に近くなるのが通常で
す。

有収水量1㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含め
た汚水処理に係るコストを表した指標です。この指標には明確な数値基準がありませんが、類似
団体と同程度の水準となっています。

施設・設備が1日に対応可能な処理能力に対する、1日平均処理水量の割合であり、施設の利用
状況や適正規模を判断する指標です。
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使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表した指標です。この指標は
100％以上であることが必要とされています。汚水処理に係る経費を使用料でまかなうことが
できず、低い水準となっています。



（2）老朽化の状況（個別排水処理事業）

①有形固定資産減価償却率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 3.9 7.1 10.4 13.9 16.5

類似団体 9.5 14.1 20.1 33.8 36.2

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを示す指標で、資産の老朽
化度合いを示しています。この指標には明確な数値基準はなく、類似団体に比べ比率が低くなっ
ていますが、これは平成29年度に地方公営企業法を適用した際に、適用前に取得した資産につ
いては適用時の評価額を算出し資産として登録し、それまでの減価償却累計額は0円となるた
め、低い値となっています。
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3.指標について ※類似団体数値は経営比較分析表より引用

（1）経営の健全性・効率性（特定地域生活排水処理事業）

①経常収支比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 70.8 68.5 65.9 63.7 60.8

類似団体 93.4 88.7 96.1 99.0 100.4

②累積欠損金比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 73.2 163.9 273.8 396.3 538.9

類似団体 123.6 132.4 123.8 74.2 83.9

③流動比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 △ 106.0 △ 296.0 △ 588.4 △693.0 △908.2

類似団体 172.4 104.4 89.7 100.5 122.7

④企業債残高対事業規模比率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 744.3 760.5 768.6 0.0 0.0

類似団体 407.4 296.9 270.6 294.3 294.1

料金収入や一般会計からの繰入金などの収益で、維持管理費や支払利息などをどの程度賄えているか
を表す指標です。100％未満であると単年度の収支が赤字であることを示します。維持管理費等が使
用料を上回っており、赤字となっています。

営業収益に対する累積欠損金の状況を表す指標です。1,179千円の営業収益に対し、6,354千円の欠
損金があるため類似団体に比べ比率が高く、今後も伸びる見込みです。

短期的な債務に対する支払い能力を表す指標です。1年以内に支払うべき債務に対して支払うことが
できる現金などがある状況を示す100％以上であることが必要とされています。流動資産が△6,575
千円であるため比率もマイナスとなっています。

料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標です。R2年度より、将来
において一般会計が負担する予定額を控除して計上しています。一般会計繰入金を原資とする償還を
計画しているため、比率は0.0％となっております。
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⑤経費回収率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 58.3 54.0 50.5 47.6 44.2

類似団体 57.1 63.1 62.5 60.6 60.0

⑥汚水処理原価（円）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 291.8 314.5 336.2 359.3 385.7

類似団体 286.9 264.8 269.3 280.2 282.7

⑦施設利用率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 52.2 47.8 45.7 43.5 43.5

類似団体 57.2 59.9 59.6 58.2 56.5

⑧水洗化率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

類似団体 67.3 89.7 90.6 87.8 88.4

使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表した指標です。この指標は100％以上
であることが必要とされています。汚水処理に係る経費を使用料でまかなうことができず、低い水準
となっています。

有収水量1㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含めた汚
水処理に係るコストを表した指標です。この指標には明確な数値基準がありませんが、類似団体より
高い水準となっており、汚水処理に係る費用は変わりませんが、人口減少等により有収水量が減少し
ていることから原価が増加しています。

施設・設備が1日に対応可能な処理能力に対する、1日平均処理水量の割合であり、施設の利用状況
や適正規模を判断する指標です。類似団体と同程度の水準となっています。

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指標で
す。当町では浄化槽設置後に処理区域として公告するため、100％に近くなるのが通常です。
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（2）老朽化の状況（特定地域生活排水処理事業）

①有形固定資産減価償却率（％）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

長洲町 5.8 11.5 17.3 23.1 28.8

類似団体 16.4 21.1 23.8 15.7 21.0
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有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを示す指標で、資産の老朽化度
合いを示しています。この指標には明確な数値基準はなく、平成29年度に地方公営企業法を適用し
た際に、適用前に取得した資産については適用時の評価額を算出し資産として登録し、それまでの減
価償却累計額は0円となるため、低い値となっています。


